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無料の参加登録をすると、
ご自宅に導入した場合の
お見積りが確認できます。
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お問い合わせ窓口

三重県 みんなのおうちに太陽光事務局

0120-728-300
受付時間：10:00～18:00（土・日・祝日を除く）

三 重 県 民 の 皆 様 へ
　三重県では、2050年までに県域からの温室効果ガスの排出実質ゼロをめざして、さまざまな取組を
進めています。
　本事業は、共同購入によるスケールメリットを活かし、県民の皆さまが太陽光パネル等をよりお得に
ご購入いただける仕組みです。
　温室効果ガス削減のため、環境にやさしい電気の導入をご自宅や事務所でぜひご検討ください。

三重県知事  一見 勝之

令和5年共同購入実績では約 16.6%の割引が実施されました！
※3

みんなが
集まるから
〝おトク〟

太陽光パネル・蓄電池

安心・便利な共同購入で、
環境に、家計にやさしい暮らし

9/4ま
で2024年 募集期間

共同購入を通して購入された約　　　　　の方にご満足頂いています92％ ※2

※1

※1

共同購入で太陽光パネル・蓄電池を購入した方々で最も多かった回答

年間 節約120,000円以上

住宅用・事業用 10kW未満



参加登録・詳しい情報は専用WEBサイトからご確認を

検 索
お問い合わせ窓口

三重県 みんなのおうちに太陽光事務局

0120-728-300
受付時間：10:00～18:00（土・日・祝日を除く）
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三重県　みんなのおうちに太陽光

https://group-buy.jp/solar/mie/home

※１　本事業事務局（アイチューザー㈱）が2023年12月に実施した共同購入利用者アンケートにおいて、毎月１万円以上軽減できたと回答された方が最も多くの割合（28%）を占めました。
※２　共同購入利用者アンケートにおいて、「とても良かった」（60%）または「まあ良かった」（32%）と回答された方の割合です。
※３　 割引率は、株式会社資源総合システム（以下、同社）の調査結果の市場価格から、4.0kW-5.0kWの範囲に該当する太陽光パネル枚数(9点)における落札3社の平均値（切妻スレート屋根の価格）から算出しております

本事業は三重県とアイチューザー（株）が協定を締結して実施しています。
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販売施工事業者を
入札で選びます

専用ウェブサイトで
屋根情報等を入力

ご登録情報に基づく
事前見積り受け取り

最終見積りを作成する
為の調査の申込み 最終見積りに基づく

購入の判断は自由です。

調査の申込み事前見積りを確認無料の参加登録

4月17日から

1 2 3 調査後

説明動画を
ご案内いたします

登録から調査の申込み・購入までの流れ

5月中旬から

太陽光パネル+
蓄電池 蓄 電 池太陽光パネル

太陽光パネル
のメリット

蓄 電 池
のメリット

購入プランは３パターン

オリジナルの文面で掲載させていただいております

電気代が減ったこと
と、天気の日がうれ
しく感じるように
なった。

子どもたちがCO₂削
減量など興味を持っ
ていること。

地球の状況を考える
とパネル設置は必
須。共同購入が良い
きっかけになった。

見積りから契約設置
までスムーズで安心
できた。

災害時の停電対策と
併せて電気料金が大
幅に削減できた。

共同購入で設置された全国の方々のお喜びの声

● 電気代節約＆売電収入で購入費用を回収
●  停電時でも、電気を使用可能

● 昼間にためた電気を夜間に使用し、電気代軽減
● 停電時は、ためた電気を使って災害対策

共同購入の特長

自治体

参加者 販売施工事業者
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再生可能エネルギーの普及促進

多くの注文を獲得・計画的に販売・施工

簡単な手続き・おトクに購入・安心のサポート

共同購入とは
みんなで集まって生まれる大きな購買力を活かした、新しい購入の仕組みです。

厳しい審査を通過した複数の優良な販売施工事業者の中から入札で最も安い価格を提示し

た事業者に決定しています。だからこそ“おトク”、“安心”に購入することができます。

太陽光発電設備及び蓄電池の補助金を活用できる場合があります
※　「再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成23年法律第108号）」に基づくFIT制度又はFIP制度の認定を取得した施設は対象となりません（一部市町を除く）。
※　補助金を実施している市町及び交付要件等の情報は右記URLよりご確認ください。 https://www.pref.mie.lg.jp/EARTH/HP/m0056200187.htm




